
（別紙） 

諮問番号：令和７年度諮問第21号 

答申番号：令和７年度答申第20号 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

    本件審査請求については、棄却されるべきである。 

 

第２ 審理関係人の主張の要旨 

  １  審査請求人（以下「請求人」という。）の主張の要旨 

   請求人は、次のとおり、原処分（生活保護変更処分）は違法又は不当である

と主張しているものと解される。 

(1) 請求人の年齢が75歳を過ぎたことによって最低生活費（「生活保護法によ

る保護の基準」（以下「保護基準」という。）により測定した要保護者の需

要をいう。以下同じ。）が減額されたとの説明を受けたが、社会の物価水準

が上がっており、これでは生活ができない。 

(2) 生活保護法（以下「法」という。）による保護（以下「保護」という。）

に基づく請求人の保護費の算定において老齢年金生活者支援給付金（以下

「給付金」という。）を収入認定した。 

 ２ 処分庁の主張の要旨 

  原処分は、関係法令に基づき適正に行われたものであるから、違法又は不当

な点はない。 

 

第３ 審理員意見書の要旨 

 １ 原処分は、法令等の規定に従い、適正になされたものであるから、違法又は

不当な点は認められない。 

 ２ 処分庁は、保護基準に基づき、請求人世帯の令和６年９月分の最低生活費の

うち経常的な最低生活需要を満たすための費用（以下「経常的最低生活費」と

いう。）を６万5,600円としている。また、同月分の請求人の収入充当額につ

いて、請求人に係る老齢基礎・厚生年金、企業年金及び給付金の年金改定通知

書等の挙証資料をそれぞれ確認した上で、老齢基礎・厚生年金から介護保険料



特別徴収額を差し引いた額６万2,838円、企業年金2,116円及び給付金5,122円

の合計額７万76円を収入として認定している。これらの取扱いはいずれも法令

等に基づき適正に行われていることが認められる。 

なお、請求人は、収入充当額（７万76円）が経常的最低生活費（６万5,600

円）を上回っているものの医療扶助を受けていることから、請求人世帯の収入

充当額から請求人世帯の経常的最低生活費を差し引いた額が医療等に係る本

人支払額4,476円となる。したがって、請求人が通院に要した移送費（1,080円）

を請求人に支給するとともに、本人支払額を4,476円とする原処分に違法又は

不当な点は認められない。 

 ３ 以上のとおり、原処分は、適法かつ正当に行われており、また、請求人の主

張には理由がないから、本件審査請求は、棄却されるべきである。 

 

第４ 調査審議の経過 

令和７年９月29日付けで審査庁である北海道知事から行政不服審査法第43

条第１項の規定に基づく諮問を受け、同年10月６日の審査会において、調査審

議した。 

 

第５ 審査会の判断の理由 

保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その他あらゆるも

のを、その最低限度の生活の維持のために活用することを要件として行われる

とともに（法第４条第１項）、他の法律に定める扶助は、全て保護に優先して

行われるものとされている（同条第２項）。 

また、保護は、最低生活費を基とし、そのうち、その者の金銭又は物品で満

たすことのできない不足分を補う程度において行うものとされ（法第８条第１

項）、当該基準は、要保護者の年齢別、性別、世帯構成別、所在地域別その他

保護の種類に応じて必要な事情を考慮した最低限度の生活の需要を満たすに

十分なものであって、かつ、これを超えないものでなければならないとされて

いる（同条第２項）。これにより、厚生労働大臣は保護基準を定めている。 

保護基準によれば、基準生活費は、年齢別、世帯人員別、所在地域（級地）

別に定められた基準額及び加算額を用いて、第１類の経費（個人単位の費用）

と第２類の経費（世帯単位の費用）を組み合わせた方法により算定することと

され、居宅で生活する者の基準生活費は、市町村別に１級地－１から３級地－



２までの６つに区分して定められており、請求人世帯の居住地に係る級地は３

級地－２に区分されている。 

また、年齢によって生じる需要の差は、個人単位の費用である第１類の費用

において配慮されており、３級地－２の基準額については、「75歳以上」にあっ

ては３万3,110円と定められている。 

そして、前記基準生活費の算出に当たっては、その算定される額に世帯人員

一人につき月額1,000円を加えるものとされている。 

さらに、保護の変更の決定に係る事務は、地方自治法における法定受託事務

とされており、厚生労働大臣は、当該法定受託事務を処理するに当たりよるべ

き基準（以下「処理基準」という。）を定めている。 

処理基準によれば、保護の実施において、他の法律又は制度による保障、援

助等を受けることができる者については、極力その利用に努めさせることとさ

れており、年金生活者支援給付金の支給に関する法律については、特にその活

用を図ることとされている。 

そこで本件についてみると、請求人は単身世帯であり、年齢区分は「75歳以

上」であり、居住地の等級は３級地－２であることが認められる。また、請求

人が居住する住宅の家賃は月額3,700円であることが認められる。そうすると、

請求人の令和６年９月分の保護費において、処分庁が基準生活費を６万1,900

円（第１類費３万3,110円、第２類費２万7,790円及び特例加算1,000円）とし、

住宅扶助を3,700円として、請求人の経常的最低生活費を６万5,600円と算定し

たことは適正である。 

また、請求人は、保護費の算定において給付金を収入認定したことから原処

分は違法又は不当であるとも主張しているものと解されるが、法等によれば、

他の法律に定める扶助は、全て保護に優先して行われるものとされており、年

金生活者支援給付金の支給に関する法律については、特にその活用を図ること

とされているところ、同法に基づいて支給される給付金は最低限度の生活の維

持のために活用されるべき資産であることから、同法に基づいた給付金を収入

認定した処分庁の判断は適正なものである。 

よって、原処分に違法又は不当な点は認められない。 

以上のとおり、原処分にはこれを取り消すべき違法又は不当な点は認められ

ず、審理員の審理手続についても、適正なものと認められるから、本件審査請

求は棄却されるべきであるとした審査庁の判断について、前記第１のとおり、



これを是認するものである。 

 

    北海道行政不服審査会 

 

        委 員（会長） 館   田     晶      子 

 

        委 員      鳥   井     賢      治 

 

        委 員      日   笠     倫    子 


